
総　論
〈米国〉

日米同盟は、日本の外交・安全保障の基軸で
あり、地域と国際社会の平和と繁栄にも大きな
役割を果たしている。北朝鮮を始め、地域の安
全保障環境が一層厳しさを増す中で、日米同盟
の重要性はこれまで以上に高まっている。

1月、ドナルド・トランプ氏が新たに大統領
に就任した。トランプ大統領は「米国第一主
義」の下、税制改革等を通じた強い経済の実
現、防衛予算の拡大や移民制度改革等の取組を
進めている。

日米関係は、安倍総理大臣とトランプ大統領
との緊密な信頼関係の下、かつてなく強固であ
る。両首相はこれまで首脳会談を5回、電話会
談を19回（2018年2月現在）実施するなど、
緊密に方針のすり合わせを行い、北朝鮮問題を
始めとする諸課題に密接に連携して対応してい
る。2018年に入っても、日米両国は、引き続
き2月のペンス副大統領訪日、3月の河野外務
大臣訪米や4月の安倍総理大臣訪米を始め、頻
繁な要人往来を通じ、北朝鮮問題等について密
接に意見交換を行い、緊密に連携している。ま
た、経済面でも、2月に両首脳の合意で立ち上

げられた日米経済対話の下、協力を進展させて
いる。

〈カナダ〉
共にG7のメンバーである日本とカナダは、

アジア太平洋地域の重要なパートナーとして幅
広い分野で密接に協力している。2017年には、
日・カナダ物品役務相互提供協定（ACSA）の
実質合意を始めとして安全保障分野での協力が
進んだほか、経済面も含め、幅広い分野で両国
の関係が強化されている。
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握手を交わす両首脳（11月6日、東京　写真提供：内閣広報室）
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各　論

	1	 米国
（1）米国情勢
ア	政治

1月20日、トランプ第45代米国大統領が就
任した。就任演説でトランプ大統領は、選挙公
約であった「米国第一主義」及び「米国を再び
偉大にする」方針を改めて強調し、「米国製品
購入（Buy American）・米国民の雇用促進

（Hire American）」を進めると述べた。また、
2月28日には、上下両院合同会議で演説を行
い、医療保険制度改革法（通称「オバマケア」）
の撤廃、税制改革、インフラ投資、規制改革等
を通じた強い経済の実現、防衛予算の拡大や移
民制度改革等により米国を偉大な国にするとの
決意を改めて表明した。

内政面では、トランプ大統領は、就任直後か
ら、まずは行政措置を通じて規制の撤廃・削
減、退役軍人の待遇改善、移民・難民政策の厳
格化等に取り組んだ。一方、議会との協力が求
められる立法化や予算措置については、上下両
院で共和党が多数を占めるものの、上院では民
主党との議席数が僅差であることもあり、党派
対立の影響で、妥協を迫られたり、停滞する案
件も見られた。オバマケアの改廃については、
5月に共和党主導で下院において医療保険改革
法案が可決されたが、上院では共和党内で立場
の相違が埋められず、9月末、事実上棚上げと
なった。一方、税制改革については、ホワイト
ハウスと共和党の協力が効を奏し、上下両院で
法案が可決し、12月22日、トランプ大統領が
署名して成立した。

2018年の連邦議会では、2018年度歳出法
案の審議と並行して、トランプ大統領が9月に
撤廃を発表した不法移民強制送還猶予制度

（DACA）1の対象者の救済、メキシコ国境の壁
の建設予算の確保を含む不法移民対策の拡大

1	 子供の時に入国した不法移民に対して強制送還を猶予する制度（Differed Action for Childhood Arrivals（DACA））。オバマ前政権が行政措置
で実施。2017年9月5日、トランプ大統領はDACAの終了を発表した。

2	 ギャラップ社世論調査の週平均支持率による。

等、移民制度改革が当座の主要論点の一つとな
ることが見込まれる。また、トランプ大統領と
議会共和党は、主要アジェンダ（議題）とし
て、インフラ投資に係る法案を進める意向も表
明している。中間選挙に向けて党派対立が強ま
る中で、連邦議会がどこまで成果を出せるか注
目される。

また、2017年には、10月にラスベガスの屋
外コンサート場で発生した銃撃事件で59人が
死亡し、11月にテキサス州サザーランドスプ
リングスの教会で発生した銃撃事件で27人が
死亡するなど、多くの死傷者が生じる銃撃事件
が相次いで発生し、銃規制に関する議論が喚起
された。

外交面では、トランプ政権は、環太平洋パー
トナーシップ（TPP）協定離脱、パリ協定脱退、
北朝鮮に対する「戦略的忍耐」政策の変更、イ
ラン核合意の不承認、対キューバ政策の転換、
イスラエルにおけるエルサレムの首都承認等に
おいて、オバマ前政権の政策を転換する方針を
鮮明にしてきた。また、国防予算強制削減を撤
回して国防予算を増額し、米軍再建に注力した。
一方、日本を含む同盟国との連携、アジア太平
洋地域の平和・安定・繁栄に対するコミットメ
ント、イラクとレバントのイスラム国（ISIL）
との闘い等についてはおおむね前政権の方向性
を維持している。12月18日に発表された国家
安全保障戦略では、①米国民、本土及び生活様
式の保護、②米国の繁栄の促進、③力を通じた
平和の維持及び④米国の影響力の促進の四つの
柱を追求する方針を示した。

選挙公約の実現に一定の成果を上げる一方、
トランプ大統領の支持率は、就任直後の45％
前後を最高値として、5月以降はおおむね30％
台後半で推移し、政権1年目の支持率としては
過去の歴代大統領と比較して低い水準となって
いる 2。主流メディアを中心に、2016年大統領
選におけるトランプ陣営とロシア政府の共謀の
有無等に係るいわゆる「ロシア疑惑」問題、白
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人至上主義者と反対派の衝突に係るトランプ大
統領の発言、主要な政府高官の辞任や対立と
いった大統領府の混乱等、様々な後ろ向きな要
因について批判的に報じられる傾向も続いた。
一方、トランプ大統領は、共和党支持者の間で
は80％近い支持率を安定して維持している。

2018年は中間選挙の年であり、3月から9
月にかけて実施される予備選挙を経て、11月
6日に本選挙が行われる。連邦議会上院の100
議席のうち34議席 3と下院の全435議席、36
州の知事が改選されるほか、地方自治体でも、
州議会選挙や各種公職の選挙が行われる。選挙
に向けた動きが加速する中、トランプ大統領及
び共和党が国民の期待に応える形で各種政策を
実現できるか、また、民主党が有効な対抗軸を
打ち出し中間選挙で党勢を取り戻せるかが注目
される。

イ	経済
（ア）経済の現状

米国経済は、2017年も着実に景気回復を続
け た。10月 か ら12月 ま で の 四 半 期 の 実 質
GDP（第2次推計値）は、前期比年率2.5%増
となった。また、失業率については、改善傾向
が継続し、1月には4.8%であったが、12月に
は4.1%となった。米国経済は今後も回復が続
くと見込まれるが、今後の政策の動向及び影響
に留意する必要がある。

（イ）経済政策
トランプ大統領は、就任後、TPP協定離脱

に関する大統領覚書への署名、北米自由貿易協
定（NAFTA）の再交渉、鉄鋼やアルミニウム
に関する通商拡大法第232条に基づく措置や
知的財産侵害に関する通商法第301条に基づ
く調査の実施などの不公正な貿易の是正への取
組、パリ協定からの脱退、法人税の引下げを含
めた税制改革法案の成立、米韓自由貿易協定

（FTA）改正交渉など、世界経済に大きな影響
を与えるような政策を採ってきた。2018年1

3	 中間選挙と同時に実施される、2018年1月2日に辞職したフランケン上院議員（民主党・ミネソタ）の残りの任期（2021年1月まで）を争う特
別選挙を含む。フランケン議員の当座の後任としては、州知事に任命されたスミス副知事（民主党）が就任している。改選議席数は2018年2月現在

月に行った一般教書演説では、新規インフラ投
資や通商法の強力な執行など、トランプ政権2
年目の経済政策の目標を掲げている。

金融政策については、2007年のサブプライ
ムローン問題を契機に政策金利の誘導目標の引
下げが順次実施され、政策金利の誘導目標の水
準を0％から0.25％とするゼロ金利政策を2008
年から7年間続けていた。その後、2015年12
月の米連邦公開市場委員会（FOMC）において
同水準の引上げを決定し、ゼロ金利政策を解除
した。以来4度（2016年12月、2017年3月・
6月・12月）、同水準の引上げが実施され、
2018年1月現在、政策金利の誘導目標の水準は
1.25%から1.50%となっている。また、FOMC
は金融政策の立場は引き続き緩和的という声明
を発表している。今後の金融政策の決定に際し
ては、労働市場の状況に関する指標、インフレ
圧力やインフレ期待に関する指標、金融動向や
国際情勢など幅広い範囲の情報を考慮し、経済
状況の回復状況を見て決定するとしている。

（2）日米政治関係
トランプ氏の当選が決まった直後の2016年

11月10日、安倍総理大臣は、トランプ次期大
統領と電話会談を行い、当選の祝意を伝達し
た。また、17日（米国時間）、安倍総理大臣と
トランプ次期大統領は、ニューヨークで会談を
行った。こうした早期のやり取りは、その後、
首脳間の個人的な信頼関係を構築する上で非常
に有意義なものになった。

トランプ大統領が就任した直後の2月、安倍
総理大臣は米国を訪問し、ワシントンDCにお
いて、トランプ大統領との間で、大統領就任後
初めての日米首脳会談を行った。さらに、両首
脳は、日米同盟及び経済関係を一層強化するた
め強い決意を確認する共同声明を発出した。政
治・安全保障分野に関しては、①核戦力による
ものを含む日本防衛へのコミットメント、②日
米安全保障条約第5条の尖閣諸島への適用及び
③普
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一の解決策であることを文書で確認した。ま
た、経済分野について、日米両国が、自由で公
正な貿易のルールに基づいて、両国間及び地域
における経済関係を引き続き強化することを確
認したほか、双方の利益となる個別分野での協
力を積極的に推進していくことでも一致した。

その上で、両首脳は、麻生副総理とペンス副
大統領の下での経済対話の立ち上げを決定し
た。ワシントンDCで首脳会談を行った後、両
首脳は、フロリダ州パームビーチへ移動し、ゴ
ルフを行うとともに、互いの家族を交えて過ご
し、じっくりと語り合い、強固な信頼関係を築
いた。

また、安倍総理大臣と共にワシントンDCを
訪問した岸田外務大臣は、ティラソン国務長官
との間で初となる日米外相会談を行った。両外
相は、アジア太平洋の平和と安定の礎である日
米同盟の重要性を確認するとともに、地域の諸
課題に対応するに当たり日米の協力を強化して
いくことで一致した。また、両外相は、アジア
太平洋地域の安全保障環境が一層厳しさを増し
ていることについて認識を共有し、特に、北朝
鮮の核・ミサイル問題に関して、日米と共に日
米韓3か国の協力の重要性について一致した。
また、岸田外務大臣から拉致問題に関する日本
の立場を説明し、北朝鮮への対応について日米
で引き続き連携していくことを確認した。さら
に、ティラソン国務長官から、改めて、尖閣諸
島への日米安全保障条約第5条の適用を確認す
るとの発言があった。このほか、両外相は、普

天間飛行場移設問題や日米経済関係について意
見交換を行った。

3月15日から17日には、ティラソン国務長
官が、就任後初のアジア訪問の最初の訪問国と
して日本を訪問した。両者は、2月の日米首脳
会談の結果を踏まえ、日米間の具体的協力をよ
り一層進めていくことを確認した。両者は「2
＋2」の早期開催に向け調整を加速していくこ
と、沖縄の負担軽減に向けて、日米双方が協力
していくことで一致した。また、両者は、北朝
鮮による核・ミサイル開発、拉致問題につい
て、連携を確認するとともに、東アジア情勢、
同盟ネットワークの構築、経済についても意見
交換を行った。さらに、岸田外務大臣から、パ
リ協定を含む気候変動問題への対応は、国際社
会で取り組むべきグローバルな問題であり、共
に連携していきたいと述べ、両者は、日米で引
き続き意思疎通を続けていくことを確認した。

また、4月10日、G7外相会談のためイタリ
ア・ルッカを訪問中の岸田外務大臣は、ティラ
ソン国務長官と日米外相会談を行った。4月7
日の米国によるシリアへの攻撃を受け、岸田外
務大臣から、日本は化学兵器の拡散と使用を抑
止するために責任を果たそうとする米国の決意
を支持することを伝え、両者は、引き続き、日
米で連携していくことを確認した。また、両者
は、北朝鮮問題への対処に当たっては、中国の
役割が極めて重要であること、また、日米及び
日米韓で緊密に連携していく必要があるとの認
識を改めて確認した。

4月18日から19日にかけて、ペンス副大統
領が訪日した。ペンス副大統領は、麻生副総理
との間で日米経済対話初回会合を開催したほ
か、安倍総理大臣への表敬、空母ロナルド・
レーガンにおける米軍と自衛隊の激励等を行っ
た。安倍総理大臣への表敬では、安倍総理大臣
から、北朝鮮問題に関し、トランプ政権が、

「全ての選択肢がテーブルの上にある」という
考え方に立って問題に対処しようとしているこ
とを、日本として評価している旨述べた。両者
は、北朝鮮問題への対処に当たっては日米の緊
密な連携が重要であること、中国の役割が重要

日米共同記者会見（2月11日、米国・パームビーチ　写真提供：内閣
広報室）
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であり、更に大きな役割を果たすよう働きかけ
る必要があることで一致した。さらに、両者
は、拉致問題の早期解決に向けて日米で引き続
き連携していくことで一致した。

5月26日、G7タオルミーナ・サミット（イ
タリア）の機会に、安倍総理大臣とトランプ大
統領は2度目となる首脳会談を行った。両首脳
は、5月22日に英国のマンチェスター劇場で
発生したテロ攻撃を受け、テロの脅威に結束し
て対応していく決意を新たにした。また、両首
脳は、北朝鮮、南シナ海、東シナ海を含む海
洋、中国や、G7サミットにおける連携につい
て議論を行った。

また、7月8日、G20ハンブルク・サミット
（ドイツ）の際にも、安倍総理大臣は、トラン
プ大統領と首脳会談を行った。両首脳は、北朝
鮮問題に関し引き続き緊密に連携することで一
致するとともに、中国を含む地域情勢について
意見交換を行い、周辺各国との関係を日米両国
がそれぞれ改善・強化していく上で、両者の強
固な絆

きずな
と盤石な日米同盟が、その基盤となって

いるとの認識を共有した。
8月7日、東南アジア諸国連合（ASEAN）

関連外相会議に出席するためフィリピン・マニ
ラを訪問中の河野外務大臣は、ティラソン国務
長官との間で就任後初めての日米外相会談を
行った。両者は、日米同盟の更なる強化に向け
て、緊密に協力していくことで一致した。ま
た、両者は、北朝鮮制裁に関する安保理決議の
実効性の確保に向けて引き続き緊密に連携して
いくことで一致した。

8月17日、日米「2＋2」開催のため、米国
ワシントンDCを訪問した河野外務大臣は、
ティラソン国務長官との間で外相会談を行っ
た。両者は、アジア太平洋が、自由で開かれた
秩序の下で安定と繁栄を維持できるよう、日米
で協力を強化することで一致した。また、国際
社会が困難な状況にあるからこそ、ロシアとの
接触・対話の継続は重要であるとの認識を共有
した。また、両者は、海における法の支配の重
要性について一致した。また、河野外務大臣か
ら、包括的核実験禁止条約（CTBT）につい

て、早期批准を含む米国の前向きな取組を期待
すると述べ、両者は、核不拡散のため日米で協
力していくことで一致した。さらに、両者は、
北朝鮮に対し最大限の圧力をかけていく必要が
あるとの考えで一致した。

9月21日、国連総会出席のためニューヨーク
を訪問中の安倍総理大臣は、トランプ大統領と
の間で4度目の首脳会談を行った。両首脳は、
北朝鮮による一連の挑発行動は、日本を含む国
際社会全体に対するこれまでにない重大かつ差
し迫った脅威であるという認識を改めて共有す
るとともに、核及び通常戦力の双方によるあら
ゆる種類の軍事力を使って日本を防衛するとい
う米国の方針が揺るぎないこと、日米両国が
100パーセント共にあることを改めて確認した。
また、両首脳は、中国、ロシアを含む関係国へ
の働きかけを含め、日米、日米韓で引き続き連
携していくことを確認した。また、安倍総理大
臣から、拉致問題の早期解決に向けた支持と協
力を求め、トランプ大統領の支持を得た。

11月2日から4日まで、トランプ大統領の
長女であるイバンカ・トランプ米国大統領補佐
官が、国際女性会議WAW!で特別講演を行う
ため訪日した。安倍総理大臣は夕食会を、河野
外務大臣夫妻は昼食会を、それぞれイバンカ補
佐官と行い、女性分野を含む日米関係の幅広い
テーマについて意見交換を行った。

11月5日から7日まで、トランプ米国大統
領は、メラニア夫人と共に、就任後初めてのア
ジア歴訪における最初の訪問国として日本を訪
問した（特集「トランプ大統領の訪日」69ペー

日米外相会談（8月7日、フィリピン・マニラ）
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トランプ大統領の訪日

2017年11月5日から7日まで、ドナルド・トランプ
米国大統領及びメラニア・トランプ夫人が、同大統領の
就任後初めてのアジア歴訪における最初の訪問国として
日本を訪問しました。

5日、日本に到着したトランプ大統領は、安倍総理大
臣と共に、埼玉県川越市の霞ヶ関カンツリークラブで昼
食をとった後、プロゴルファーの松山英樹選手を交えゴ
ルフを行いました。また、同日夜、両首脳夫妻は、都内
レストランで夕食会を行いました。両首脳は、ゴルフや
夕食を共にする中で、日米関係の幅広いテーマについて
意見交換を行うとともに、趣味のゴルフや家族について
も話が及ぶなど、打ち解けた雰囲気の中で親睦を深めま
した。

翌6日、安倍総理大臣とトランプ大統領は、赤坂迎賓
館でワーキングランチ及び首脳会談を行いました。両首
脳は、喫緊の課題である北朝鮮問題に関し、日米が100
パーセント共にあることを改めて確認しました。また、

「自由で開かれたインド太平洋戦略」を共に推進していく
ことで一致しました。その後、トランプ大統領夫妻は、
安倍総理大臣夫妻と共に、拉致被害者御家族と面会し、
御家族のお話に熱心に耳を傾けました。両首脳は、拉致
問題の早期解決に向けて、日米が緊密に協力していくこ
とを約束しました。続いて、両首脳は、共同記者会見を
行い、今次訪日の成果を発表しました。また、同日夜、
安倍総理大臣夫妻は、赤坂迎賓館で、歓迎晩

ばん
餐
さん

会を開催
しました。日米関係の文脈において各分野で活躍する方々
が出席し、両首脳によるスピーチの後、参加者が和やか
に歓談しました。

そして、7日午前、トランプ大統領御夫妻は、日本での日程を終え、次の目的地である韓国に向
けて出発しました。

今回のトランプ大統領の訪日は、北朝鮮を始め地域情勢が緊迫化する中で、日米同盟の揺るぎな
い絆を世界に向けて示す機会となりました。
「自由で開かれたインド太平洋戦略」を共に推進していくことで一致したこと、そして両首脳で深

い意思疎通を行い、その後のトランプ大統領の韓国及び中国訪問や、アジア太平洋経済協力（APEC）、
ASEAN関連首脳会合に向けて、十分なすり合わせを行えたことは、今後、地域の平和と繁栄に向け
て日米同盟が主導的な役割を果たしていく上で、大きな意義がありました。また、両首脳は多くの
時間を共にし、首脳間の親交、信頼関係をより一層深めることができました。

特　集

記念撮影に臨む両首脳（11月5日、埼玉県　写真提
供：内閣広報室）

夕食会に臨む両首脳夫妻（11月5日、東京　写真提
供：内閣広報室）

拉致被害者御家族との面会（11月6日、東京・迎賓館
赤坂離宮　写真提供：内閣広報室）
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ジ参照）。安倍総理大臣とトランプ大統領は、
喫緊の課題である北朝鮮問題に関し、日米が
100％共にあることを改めて確認した。また、

「自由で開かれたインド太平洋戦略」を共に推
進していくことで一致した。トランプ大統領夫
妻は、安倍総理大臣夫妻と共に、拉致被害者御
家族と面会し、両首脳は、拉致問題の早期解決
に向けて、日米が緊密に協力していくことを約
束した。

河野外務大臣は、トランプ大統領に同行して
訪日したティラソン国務長官及びライトハイザー
通商代表とそれぞれ会談を行うとともに、クシュ
ナー大統領上級顧問の表敬を受けた。ティラソ
ン長官との会談では、両外相は、北朝鮮、「自由
で開かれたインド太平洋」、在日米軍と沖縄の信
頼関係の維持・強化等について意見交換を行っ

た。クシュナー上級顧問による表敬で、河野外
務大臣は、日本は、中東を日本外交の柱の一つ
として、中東にこれまで以上に深く関与していく
考えであると述べ、両者は、中東和平、イラン
等中東情勢を中心に意見交換を行い、引き続き
日米で連携していくことを確認した。

12月、国連安全保障理事会で開催された不拡
散（北朝鮮）に関する安保理閣僚級会合に出席
するため、ニューヨークを訪問した河野外務大
臣は、ティラソン国務長官と会談を行った。両
者は、朝鮮半島の非核化が、地域及び国際社会
の平和と安全に不可欠であり、北朝鮮に対して
圧力を強化する必要があるとの認識を改めて確
認した。また、国連安保理での対応に関し日米
で一層緊密に連携していくことを確認した。

このほか、2017年中に、首脳間で17回の
電話会談、外相間で12回の電話会談が行われ
た。こうした電話会談を通じ、北朝鮮による核
実験や弾道ミサイルの発射を受けた対応等につ
いて、首脳間・外相間で直接かつ迅速に意見交
換を行い、日米で密接に連携して対応すること
ができた。

2018年に入っても、日米両国は、引き続き
2月のペンス副大統領訪日、3月の河野外務大
臣訪米を始め、頻繁な要人往来を通じ、北朝鮮
問題等について密接に意見交換を行い、緊密に
連携している。

さらに、2018年4月17日から20日まで、
安倍総理大臣は、米国・フロリダ州パームビー
チを訪問し、トランプ大統領との間で米朝首脳
会談において拉致問題を取り上げることに合意
し、最大限の圧力を維持していくこと、北朝鮮
が完全な、検証可能な、かつ、不可逆的な方法
で全ての大量破壊兵器及びあらゆる弾道ミサイ
ルの計画を放棄する必要があることを確認し
た。また、両首脳は、経済に関し、「自由で公
正かつ相互的な貿易取引のための協議」を開始
することで一致した。

（3）日米経済関係
日米経済関係は、安全保障、人的交流と並ん

で日米同盟を支える三要素の一つであり、

共同記者会見（2018年4月18日、米国・フロリダ州　写真提供：内閣
広報室）

儀じょう隊による栄誉礼及び儀じょう（11月6日、東京　写真提供：内閣
広報室）
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2017年は新たな日米経済関係構築の契機とな
る年となった。2月10日に行われた日米首脳
会談では、日米経済関係を更に飛躍させるべ
く、麻生副総理とペンス副大統領を議長とする
日米経済対話が立ち上げられた。その後4月に
開催された日米経済対話初回会合では、両議長
は日米経済対話を、貿易及び投資のルール／課
題に関する共通戦略、経済及び構造政策分野で
の協力及び分野別協力の三つの柱に沿って構成
し、議論を進めていくことで一致した。

10月の第2回会合では、アジア太平洋地域

▶▶ 米国における日本の累積直接投資は世界第2位

（年）
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2,917億
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（注：米国を除くGDP上位5か国による米国への累積直接投資額） （出典：米商務省経済分析局）

▶▶ 米国における日本企業による雇用数は世界第2位
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製造業
383

卸売業
136

金融・保険業 42

小売業 35

専門的サービス業 33

情報通信事業 32

不動産業 5
その他

94

日米経済対話第2回会合（10月16日、米国・ワシントンDC）
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における安全保障環境が厳しさを増す中、戦略
的にも極めて重要な日米経済関係を更に深化さ
せるため、今後とも建設的な議論を進めていく
ことの重要性について確認するとともに、両国
間の議論の進捗と成果に関する共同プレス・リ
リースを発出した。11月6日には初訪日した
トランプ大統領と安倍総理大臣との間で日米首
脳会談が行われ、日米経済対話第2回会合で、
二国間の経済、貿易及び投資関係強化の重要性
が確認されたことを歓迎するとともに、両国
が、アジア太平洋地域に広がる貿易・投資にお
ける高い基準作りを主導し、法執行面での協力
を進めることで一致した。また、自動車、ライ
フサイエンス・イノベーション等の分野での取
組を確認した。さらに、エネルギー、第三国の
インフラ整備、宇宙探査、保健等の分野の協
力、双方向の投資、草の根レベルの取組を促進
していくことで一致した。

また、日米経済関係において特筆すべきは日
本企業による対米投資であり、米国内の累積直
接投資額で英国に次いで第2位（約4,211億米
ドル（2016年））の地位を占めるに至ってい
る。このような直接投資は日本企業による米国
における雇用創出（約86万人（2015年））と
いう形でも米国の地域経済に貢献しており、こ
うした活発な投資や雇用創出を通じた重層的な
関係強化が、これまでになく良好な日米関係の
盤石な基礎となっている。

インフラ分野では、日本は米国内において3
件の高速鉄道プロジェクトを推進している。北
東回廊における超電導リニア技術（マグレブ）
の導入構想については、米国政府による同事業
への連邦補助金の交付の決定に加え、日本でも
同事業への調査費を計上し、9月にはワシント
ンDC関係者がマグレブに乗車する等、日米両
国で協調して計画を推進している。カリフォル

▶▶ 日系企業による米国州別雇用創出及び州知事訪日歴

（1回）

（1回）

（1回）

（1回）

（1回）

（1回）

（2回）

（3回）

（2回）

（2回）

（２回）

（3回）

（4回）

（4回）

（１回）

（データ出典：米商務省経済分析局）

アラバマ州
19,400人（第1位）
知事訪日：１回

※括弧内の順位は当該州進出国中の日本の順位（2015年）

ジョージア州
31,200人（第2位）
*第1位は英国
知事訪日：2回

ケンタッキー州
44,300人（第1位）
知事訪日：4回

ミシシッピー州
9,800人（第1位）
知事訪日：３回

テネシー州
48,900人（第1位）
知事訪日：４回

カリフォルニア州
119,700人（第1位）
知事訪日：１回

ハワイ州
16,800人（第1位）
知事訪日：６回

ミシガン州
32,500人（第2位）
*第1位はドイツ
知事訪日：5回

インディアナ州
49,100人（第1位）
知事訪日：5回

ネブラスカ州
5,200人（第1位）
知事訪日：2回

オハイオ州
62,100人（第1位）
知事訪日：1回

イリノイ州
43,100人（第2位）
*第1位は英国
知事訪日：３回

カンザス州
9,100人（第1位）
知事訪日：０回

アーカンソー州
6,100人（第2位）
*第1位は英国
知事訪日：2回

モンタナ州
1,000人（第2位）
*第1位は英国
知事訪日：0回

ワイオミング州
700人（第2位）
*第1位は英国
知事訪日：１回

（注）グアム準州は知事訪日5回

2009年～2017年に知事訪日が3回以上
2009年～2017年に知事訪日が1～2回
2009年～2017年に知事訪日が0回

企業進出国中、日本が雇用創出数1位の州
企業進出国中、日本が雇用創出数2位の州

ウェストバージニア州
4,600人（第1位）
知事訪日：2回

ノースダコタ州
1,200人（第2位）
*第1位はカナダ
知事訪日：0回

・マサチューセッツ１回
・メリーランド１回
・デラウェア１回
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日米経済対話

日米経済対話は、麻生副総理とペンス米国副大統領の下で、日米両国の間に存在する強固な経済
的な絆の深化に向けた取組として実施されています。

2017年2月10日にワシントンDCで、トランプ大統領の就任後初となる日米首脳会談が行われ
た際、両首脳は日米経済関係の重要性について認識を共有し、これを更に大きく飛躍させ、世界の
力強い経済成長をリードしていくために対話と協力を深めることで一致し、この対話の立ち上げを
決定しました。

4月の初回会合では、麻生副総理とペンス副大統領は、この日米経済対話を、貿易及び投資のルー
ル／課題に関する共通戦略、経済及び構造政策分野での協力及び分野別協力の三つの柱に沿って構
成し、議論を進めていくことで一致しました。その後、三つの柱に沿って具体的な成果を得るべく、
作業部会毎に精力的に議論を行いました。

さらに10月の第2回会合では、両議長は、アジア太平洋地域における安全保障環境が厳しさを増
す中、戦略的にも極めて重要な日米経済関係を更に深化させるため、今後とも建設的な議論を進め
ていくことの重要性を共有するとともに、初回会合で合意した三つの柱について、両国間の議論の
進捗と成果を確認し、その内容を共同プレスリリースとして公表しました。

貿易及び投資のルール／課題に関する共通戦略については、二国間の貿易事項に関し、自動車、
農業、ライフサイエンス・イノベーション等の分野において進展が得られたことが確認されるとと
もに、不公正な貿易慣行に対する効果的なエンフォースメント強化や、高い貿易投資基準の推進等
に関する専門家レベルの議論が進んでいることを確認しました。経済及び構造政策分野における協
力では、G7による3本の矢のアプローチの積極的活用を再確認しました。また、金融規制は健全性
及び説明責任を確保しつつ、規制コストが調整されるべきとの認識を共有しました。さらに、日米
両国が持続可能かつ包摂的な開発を推進するため連携していくことについて議論を行いました。分
野別協力については、日米両国において相互の経済的利益及び雇用創出を促進できる分野、例えば、
インフラ、エネルギー、デジタルエコノミー等の分野で実質的で幅広い議論が行われ、日米両国の
ウィン・ウィンの関係を更に強化できる具体的成果が得られつつあることを歓迎しました。

日米経済対話の成果は、トランプ大統領が2017年11月に訪日した際、日米両首脳の間で改めて
歓迎されており、その重要性はますます高まっています。この対話を通じ、日米経済関係の更なる
強化に向け米国政府と力を合わせて取り組んでいきます。

日米経済対話初回会合（4月18日、東京） 日米経済対話第2回会合（10月16日、米国・ワシントンDC）

特　集
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ニア高速鉄道計画では引き続き官民で働きかけ
を実施するとともに、テキサス高速鉄道計画で
は米国民間企業（TCP）がJR東海子会社であ
るHTeCと技術支援契約を締結する等、同計
画の実現に向け支援が行われている。

エネルギー分野では、日本が働きかけを行っ
てきた分野において進展が見られた。米国産原
油については、2016年度オムニバス歳出法案
が成立し、2016年5月に輸出解禁後初となる
米国産原油の輸入が実現して以来、短期契約の
形で断続的に日本に輸入されている。また、液
化天然ガス（LNG）については、米国本土に
おける最初のLNG輸出基地が2016年2月に
稼働を開始し、1月には日本への輸入が実現し
た。 長 期 契 約 に 基 づ く 最 初 のLNG輸 入 は
2018年上半期にも開始される見通しであり、
これらの成果は日本のエネルギー安全保障及び
エネルギーの安定供給に大きく貢献することが
期待される。

テクノロジー分野では、サイバー、ライフサ
イエンス、ロボット、宇宙等の科学技術分野に
おける日米協力に加え、ベンチャー企業支援、
イノベーション創出でも日米協力を強化してい
る。特にサイバー分野では、7月に「日米サイ
バー対話」の第5回会合が開催され、国際場裏
における協力、能力構築支援等、幅広い日米協
力について議論した。さらに、9月の「イン
ターネットエコノミーに関する日米政策協力対
話」第8回局長級会合では、越境データ流通、
プライバシー保護、デジタル貿易等の議論を行
い、その成果を共同記者発表として発出すると
ともに、日米経済対話第2回会合でも報告され
た。

投資・観光分野については、9月にニュー
ヨークで行われた国連総会の機会を捉え、安倍
総理大臣は、世界的に有名な事業家・投資家等
を招いた米国CEO懇談会に出席し、対日投資
促進のために日本政府が採るべき方策について
意見交換を行った。また、日本政府・日本政府
観光局（JNTO）主催の食・観光レセプション

にも出席し、日本の地方や食文化の魅力を発信
した。

さらには、地方における協力も進んでいる。
カリフォルニア州、ワシントン州及びメリーラ
ンド州との間の協力覚書に加え、9月にはイン
ディアナ州との覚書を作成し、州レベルの関係
を強化した。また、米国に居住する際、生活基
盤の立ち上げのため現地の運転免許取得の負担
を軽減することが重要との観点から、2015年
11月にメリーランド州、2016年11月にワシ
ントン州との間で、運転免許試験の一部相互免
除に関する覚書を作成した。その結果、ワシン
トン州では1月から、日本の運転免許を所持す
る申請者に対し、州が実施する運転免許試験の
うち学科試験及び技能試験が免除されることと
なった。今後も現地の交通事情等を総合的に踏
まえつつ、本取組の拡大を進めていく。

4月には、日米の紐
ちゅう

帯
たい

をより確かなものとす
るために、一般国民にも行き届く草の根レベル

（グラスルーツ）での取組を打ち出していくこ
とが重要との認識の下、「グラスルーツからの
日米関係強化に関する政府タスク・フォース」
が立ち上げられた。同タスク・フォースでは、
萩生田光一内閣官房副長官の下で計3回の議論
を重ね、具体的な取組を進めるに当たっての指
針を示した「行動計画」を取りまとめた。さら
に、12月8日に西村康稔内閣官房副長官の下
で開催されたフォローアップ会合では、同行動
計画を踏まえて実施された具体的な取組につい
ての報告と、それらの取組の強化に向けた方策
について議論が行われた。同行動計画で示され
た、各地域の特徴や訴求対象の日本への関心度
に応じた「テイラー・メイド」のアプローチを
行う必要があるとの認識の下、日本企業が複数
進出している地域を回る「地方キャラバン」や
複合的な日本紹介イベント、運動会の開催等、
米国各地で様々な取組が実施されている。今後
も日米経済関係の更なる飛躍のため、様々な取
組を実施し、日米同盟を強固なものにしてい
く。
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	2	 カナダ
（1）カナダ情勢

2015年11月に発足したトルドー政権は、
安定的な支持率を背景に、着実に政権運営を
行っている。

外交面では、カナダは伝統的に緊密な米加関
係を背景に国連、北大西洋条約機構（NATO）、
G7、G20、米州機構（OAS）など多国間の場
を活用した外交を展開してきたが、特に、トル
ドー政権は、多国間主義を外交政策の基本と
し、シリア難民の受入れを始めとする人道・国
際協力分野への積極的取組、気候変動対策に関
するパリ協定の批准等を通じ、マルチ外交への
回帰を実践しつつ、首脳の外国訪問や対話を通
じて各国との関係強化に乗り出すなど、二国間
外交面でも積極的な姿勢が見られる。

経済面では、トルドー政権は、好調な経済情

勢を背景に、インフラ銀行の創設を含む国内イ
ンフラへの投資拡大、中間層のための雇用と富
の創出を基本に積極的な政策を進めている。対
外的には、中産層の雇用創出を目的とした進歩
的な貿易政策の推進を基本政策として、カナダ
欧州自由貿易協定（CETA）の推進、北米経済
関係の強化及び中国・インド等の新興市場との
経済関係強化に取り組んでいる。

（2）日・カナダ関係
日本とカナダは、アジア太平洋地域の重要な

パートナーであると同時に、共にG7のメン
バーとして、政治、経済、安全保障、人的交流
等、幅広い分野で密接に協力している。

安倍総理大臣とトルドー首相は、5月、G7
タオルミーナ・サミット（イタリア）の機会
に、立ち話を行い、日・カナダ物品役務相互提
供協定（ACSA）が実質合意に至ったことを歓

▶▶ 日系企業によるカナダ州別企業数出及び州首相訪日歴

モントリオールモントリオール

オタワオタワ
トロントトロント

カルガリーカルガリー

バンクーバーバンクーバー

ブリティシュ・コロンビア州
256社

州首相訪日：5回

アルバータ州
79社

州首相訪日：2回

サスカチュワン州
5社

州首相訪日：2回
マニトバ州
6社

州首相訪日：0回

オンタリオ州
271社

州首相訪日：1回

ケベック州
137社

州首相訪日：1回

ニューファンドランド・
ラブラドール州

6社
州首相訪日：0回

プリンスエドワード
アイランド州
3社

州首相訪日：1回

ノバ・スコシア州
18社

州首相訪日：3回

ニューブラウンズウィック州
10社

州首相訪日：1回

（データ出典：在カナダ各公館調べ（2018年2月））

■2009年～2017年に州首相訪日が3回以上
■2009年～2017年に州首相訪日が1～2回
□2009年～2017年に州首相訪日が0回

注）北部3準州は除く。
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迎し、早期に署名を目指すことで一致した。ま
た、安倍総理大臣とトルドー首相は、2月、6
月及び10月に計3度の電話会談を行い、北朝
鮮問題等の地域情勢やTPP協定等の貿易問題
を中心に首脳間で密接に協議を行った。

9月、河野外務大臣は、国連総会の機会に、
ニューヨークで、フリーランド外相と会談を行
い、北朝鮮に対する圧力を最大限化していくた
め日本とカナダ両国が連携していくこと、拉致
問題の解決に向けても両国で協力していくこと
で一致した。また、両大臣は、国連安保理改革
や北米自由貿易協定（NAFTA）についても意
見を交わし、「日加協力新時代」の下で、二国
間及び国際場裏での協力を一層進めていくこと
を確認した。さらに両外相は、11月8日に、
ベトナム・ダナンで開催されたAPEC閣僚会
議の機会にも会談を行い、北朝鮮に対する圧力
最大化の必要性を再確認した。また、二国間関
係の強化や、自由貿易の促進、核軍縮、安保理
改革等の国際場裏の諸課題についても議論を
行った。

なお、2018年3月にはチリでほかの10か国
と共にカナダも環太平洋パートナーシップに関
する包括的及び先進的な協定（TPP11協定）
に署名し、早期の締結に向け必要な国内プロセ
スを進めていくことを表明した。これにより
日・カナダ間の経済連携協定が成立することと
なり、日本とカナダの経済関係の更なる強化が
期待される。

このほか、12月にはオタワで第10回日・カ
ナダ政務・防衛当局間、防衛当局間（PM/
MM）協議を開催し、安全保障分野での両国の
連携を確認した。また、両国政府関係者も参加
して、第15回日・カナダ安全保障シンポジウ
ムがオタワで開催され、活発な意見交換が行わ
れた。

これらのほか、日・カナダ間では要人往来が
活発に行われており、カナダ連邦政府のシャン
パーニュ国際貿易相、クアルトロー・スポーツ
障害者担当相や、アルバータ州、ブリティッ
シュ・コロンビア州、ノバ・スコシア州政府首
相等が訪日した。

トルドー首相と握手を交わす安倍総理大臣（11月10日、ベトナム・ダ
ナン　写真提供：内閣広報室）

日・カナダ外相会談（11月8日、ベトナム・ダナン）
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日加友好庭園開園50周年

カナダのアルバータ州レスブリッジ市には、第二次世界大戦中、ブリティッシュ・コロンビア州
から多くの日系人の方々が強制移住させられました。そのような経緯もあり、レスブリッジ市では
今でも日系人の比率が比較的高く、現地には「レスブリッジ日系人協会」も存在します。

日加友好庭園は、レスブリッジ市における日系人の多文化共生社会への貢献を記念し、カナダ建
国100周年に当たる1967年に開園しました。以来、日本とカナダの友好の象徴としてレスブリッ
ジ市の重要な観光資源、市民の憩いの場となっています。

同庭園の建設の際には、日本の伝統的な美の哲学に加え、アルバータ州の植生や地質、文化を取
り入れるよう細心の注意が払われ、今日見られるような日本文化とアルバータ州の大自然の美しい
融合として形作られました。同庭園では、茶道や盆栽等、日本文化に関する様々なイベントが開催
されています。

また、日加友好庭園は日本の皇室との関係が深く、1967年の開園式には高松宮同妃両殿下が、
また、1992年の開園25周年記念式典には高円宮同妃両殿下がそれぞれ御出席されました。2017
年は開園50周年に当たることから、7月14日と15日の2日間、大規模な式典が行われました。式
典に御臨席になった絢子女王殿下は、お言葉の中で、幾多の困難を乗り越えて現在の地位を築いた
日系カナダ人の方々の功績をたたえるとともに、市民により絶えず手入れされ、大切に育まれてき
た日加友好庭園は、日本とカナダのみならず、両国と日系カナダ人の方々との友好・親善関係を象
徴するものであり、このような関係が末永く続くことを願っていると述べられました。

このほか、田邊邦彦在カルガリー日本国総領事から同庭園に対して日加友好庭園が日本とカナダ
との友好関係や対日理解を促進する上で果たしてきた役割をたたえ、外務大臣表彰が行われました。

日加友好庭園 絢子女王殿下による日加友好庭園50周年記念碑除幕
（7月14日、　カナダ・レスブリッジ　写真提供：日加友好庭園）

コ ラ ム
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